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児童虐待対応におけるリスクアセスメントのためのデータ収集基盤構築と 

AIを活用したリスク評価に向けた研究に関する研究 
 

研究代表者 髙岡 昂太 産業技術総合研究所 
 
研究要旨：自治体の児童相談所がもつリスクアセスメントデータを元に、不明が多く選ばれた場合でも、ある
程度精度を維持できるAI構築を行った。 
 
 
分担研究者：北村光司 
産業技術総合研究所人工知能研究センター 
主任研究員 
 
Ａ．研究目的 
リスク項目への該当状況が「不明」の場合への対応。 
 
Ｂ．研究方法 
それぞれ1自治体のデータベースを展開し、基本情

報、リスクアセスメント、経過記録に関するデータを
検討し、AIの研究開発を行った。学習条件を次のよ
うに設定した。学習データ80％(6924件) / 検証デー
タ 20%(1731件)に無作為分割。一時保護実施ラベル
の不均衡(該当率14%)解消のためSMOTEサンプリング
を適用した。解析アルゴリズムにeXtreme Gradient 
Boosting(XGBoost)モデルを利用し、5-fold 交差検
証で学習roundを決定した。損失関数は対数損失とし、
学習率0.1とした。最大tree-depthは7(4〜8を探索し
て最高精度)とし、その他はデフォルト設定を採用し
た。予測対象は「一時保護の実施の有無」とし、リス
ク項目を含めた32項目の事例情報を採用した。リス
ク項目は該当 = 1, 非該当を0、不明を9でラベルコ
ーディングし、通告経路等のカテゴリー情報はラベ
ルエンコーディング(擬似連番)した。 
 
（倫理面への配慮） 
産総研内の人間工学実験事前審査非該当、愛育研

究所における倫理委員会の承認を得た。 
 
 Ｃ．研究結果 
閾値を0.5とする判別予測正解率(Accuracy) = 0.

91 (91%) (クラス不均衡のため参考値)を保持して
いた。“不明”のパターンを学習させても性能は維持
されていることを確認した（図6，図7参照）。 
 
Ｄ．考察 
児童虐待対応現場において、初期初動体制では情

報が不確かであったり、情報が集まらない場面が多
くある。しかしながら、今回の調整を通して、初期初
動で「不明」があったとしても，ある程度の精度を保
てるAIを構築できたことは非常に大きい。さらに、今
後は汎用可能性を含めて検討していくことが重要で
ある。 
 
Ｅ．結論 
初期初動において、リスクアセスメント項目に「不明」
が回答されても、必要な一時保護を提案できる可能
性を検討できた。今後は、汎用可能性があるか、さら

に他の自治体でもデータ収集を含めた検討をしてい
くことが重要である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特になし 
 
Ｇ．研究発表 
 
 1.  論文発表 
なし 
  

図6：予測と実際の混同行列（検証データ） 

 

図7：実際の一時保護の有無別での予測スコア分
布と設定閾値（検証データ） 
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2.  学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 
なし 
 3.その他 
 なし

 
 

  


